
熊本市の取組

令和３年５月１９日

熊本市 政策企画課



（貧困） （飢餓・農業） （保健） （教育） （男女平等） （水・衛生）

（エネルギー） （成長・雇用） （技術革新） （差別・不平等） （まちづくり）

（生産・消費） （気候変動） （海洋資源） （陸上資源）

（平和） （協力・連携）
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Ⅰ SDGｓとは（Sustainable Development Goals）

2015年の国連サミットで
採択された2030年までの
国際目標

17のゴール
169のターゲット

誰一人取り残さない
No one will be left behind

我々の世界を変革する
Transforming Our World

普遍性

包摂性

参画型

統合性

透明性
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3-1 2030年までに、世界の妊産婦の死亡率を10万人当たり70人未満に削減する
3-2 全ての国が新生児死亡率を少なくとも出生1,000件中12件以下まで減らし、5歳以下死亡率を少なくとも出生1,000件中25件
以下まで減らすことを目指し、2030年までに、新生児および5歳未満時の予防可能な死亡を根絶する
3-3 2030年までに、エイズ、結核、マラリアおよび顧みられない熱帯病といった伝染病を根絶するとともに肝炎、水系感染症およびそ
の他の感染症に対処する。
3-4 2030年までに、非感染症疾患（NCD）による早期死亡を、予防や治療を通じて3分の1減少させ、精神保健および福祉を促進
する。
3-5 麻薬乱用やアルコールの有害な摂取を含む、薬物乱用の防止・治療を強化する。
3-6 2020年までに、世界の道路交通事故による死傷者を半減させる
3-7 2030年までに、家族計画、情報・教育、およびリプロダクティブ・ヘルスの国家戦略・計画への組み入れを含む、性と生殖に関するヘ
ルスケアをすべての人々が利用できるようにする。
3-8 すべての人々に対する財政保障、質の高い基礎的なヘルスケア・サービスへのアクセス、および安全で効果的、かつ質が高く安価な
必須医薬品とワクチンのアクセス提供を含む、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）を達成する。
3-9 2030年までに、有害化学物質、ならびに大気、水質および土壌の汚染による死亡および病気の件数を大幅に減少させる。

3-a すべての国々において、たばこ規制枠組条約の実施を適宜強化する。
3-b 主に開発途上国に影響を及ぼしている感染性および非感染性疾患のワクチンおよび医薬品の研究開発を支援する。また、ドーハ
宣言に従い安価な必須医薬品およびワクチンへのアクセスを提供する。同宣言は公衆衛生保護およびすべての人々への医薬品のアクセ
ス提供にかかわる「知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（TRIPS協定）」の柔軟性に関する規定を完全に行使する開発途
上国の権利を確約したものである
3-c 開発途上国、特に後発開発途上国および小島嶼開発途上国において保健財政、および保健従事者の採用、能力開発・訓練、
および定着を大幅に拡大させる。
3-d すべての国々、特に開発途上国の国家・世界規模な健康リスクの早期警告、リスク緩和およびリスク管理のための能力を強化する

ゴール３ あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を推進する
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3-3 2030年までに、エイズ、結核、マラリアおよび顧みられない
熱帯病といった伝染病を根絶するとともに肝炎、水系感染症
およびその他の感染症に対処する。
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Ⅱ SDGｓ未来都市・モデル事業について

● 国は、地方創生分野における日本の「SDGsモデル」の構築に向け、
2018年度から 「SDGs未来都市」及び「自治体SDGsモデル事業」を選定。

● 成功事例の普及展開等を行い、地方創生の深化につなげていく。

SDGs未来都市（93都市）

持続可能なまちづくり

自治体によるＳＤＧｓの達成に向けた優れた取組を提案する都市

SDGs未来都市が提案する取組のうち、特に先導的な取組

自治体SDGsモデル事業（30事業）
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＜取組課題＞
災害時に力を発揮する
地域コミュニティの活性化

⚫ 日本一の園芸産地づくりの推進

⚫ くまもと食の復興ＰＲ・ブランド

化や地産地消の推進

⚫ ＥＶバスをはじめとする新産業

の創出支援

⚫ 医工連携によるヘルスケア産業

の振興

⚫ 自然環境や歴史施設、復興過

程をいかした観光の振興

自然環境

健康

環境

経済 社会

⚫ 健康を軸とした自主自立のまちづくり

⚫ 避難所運営委員会設置と防災士養成

⚫ 学校での防災教育、ＥＳＤの推進

⚫ 災害時要援護者対策と地域包括ケア

の構築

⚫ 基幹公共交通軸の強化とバス路線網

再編

＜取組課題＞
自然環境をいかした
防災・減災対策の強化

農業

防災

防災・減災

熊本地震での経験をいかし、自主自立のまちづくりを行う「地域主義」という基本理念にもとづいた「地域（防災）力の向上事業」により地域単位の防災力を高め
るとともに、地域エネルギーの地産地消、 EVによる電力供給、EVバスの導入促進等によりエネルギー（電力）を核としたライフラインの強靭化を促進。

⚫ 地下水の質・量の保全と地域循環

⚫ マンホールトイレの設置等による避難所環境の向上

⚫ 官民連携による防災井戸や電力の確保
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＜取組課題＞
新しい熊本の成長をけん引する

地域経済の活性化

エネルギー

ヘルスケア

観光

ごみ焼却施設の電力・余
熱利用で健康増進施設
運営→地域活性化
（災害時は避難所）

低炭素化・大気汚染の低減

自立分散型エネルギー
システムで電気料金削減

地域エネルギー会社
EV充電拠点

平時/災害時併用

①地域エネル
ギーの地産地
消の発展

②ＥＶの電力供
給に係る官民
連携事業

③ＥＶバスの導
入促進事業

ライフライン強靭化プロジェクト

防災・環境意識の向上
(災害時は避難所等で電力供給)

産官学による中古バスのEV化
による新産業創出

(災害時は避難所等で電力供給)

大規模災害時に充電拠点から
ＥＶ、ＥＶバスを避難所等へ

復旧中の熊本城

三側面をつなぐ統合的取組

Ⅲ 熊本市の取組
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② ＥＶの電力供給に係る官民連携事業

③ ＥＶバスの導入促進事業

災害時、避難所等で電気自
動車を給電車として活用。

熊本大学開発のEVバスに改造し、熊本市
が熊本城周遊バスとして運行。

EV充電拠点 避難所や病院など

自営線

大規模災害時 ⇒ 充電拠点からＥＶ、ＥＶバスを避難所等へ

①地域エネルギーの地産地消の発展

地域エネルギー会社熊本市

「熊本市省エネルギー等推進基金」

ZEH EV 中小企業

電力の
域内循環

蓄電池

電気料金削減分を原資

ライフライン強靭化プロジェクト① SDGｓモデル事業の推進
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③ 熊本市ホームページ、市政だよりによる広報

② SDGｓ未来都市 キックオフイベント等の開催

● SDGsに関する特設ホームぺージを開設

https://sdgs-kumamotocity.com/
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● 熊本連携中枢都市圏で2050年の温室効果ガス排出100％削減＝実質ゼロを目指す。

④ 熊本連携中枢都市圏（18市町村）で地球温暖化対策実行計画を

共同策定

全国初
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⑤ SDGｓ推進に関する連携

2019年7月22日 日産グループ
2019年11月21日 三井住友海上
2020年1月29日 肥後銀行、地方経済総合研究所

⑥ SDGs登録制度の検討と推進

2020年２月からSDGs登録制度を、熊本県やSDGｓ未来都市、上記企業等と
連携して検討
今後、周知広報や登録企業へのフォローアップセミナー等を開催
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平成31年度熊本県公立高校後期 (一般) 選抜試験
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使用申請は熊本市ホームページにおいて、「SDGｓ ロゴ」で検索！

このマークは、熊本城の石垣のように、SDGｓの１７のゴールを一つひとつ積み上げ

ることで、持続可能な社会を実現したいという思いが込められており、市民、企業、行政

が一体となって取り組む象徴です。
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